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大分県新エネルギービジョンにおけるエコエネルギー導入目標の改定 
 
1. 導入目標改定の背景 
① エネルギービジョンの策定 

大分県では、平成１４年３月に、地域に根ざした「環境にやさしいエコロジカ

ルなエネルギー（エコエネルギー）」の導入促進を図ることを目的に、「大分県新

エネルギービジョン」を策定しました。 
   そして、平成２３年３月には、最新のエコエネルギー資源の賦存量（潜在的な

資源量）及び利用可能量を把握し、当時の社会情勢や技術動向に対応し、本県の

特性を踏まえたエコエネルギー導入を更に促進することを目的に、エネルギービ

ジョンの改定を行いました。 
    その際、取組の対象期間を平成２３年度から平成２７年度までとし、目標年度

を平成２７年度と定めています。 
 
② エコエネルギー導入の取組 

現在、この改定後のエネルギービジョンに沿って、県民、市町村、事業者、県

を挙げて、エコエネルギーの導入に取り組み、着実に導入が進んできたところで

す。 
県では、エコエネルギーの導入促進の取組について、導入促進と産業育成の２

本柱で推進してきました。 

   一つ目の柱である「導入促進」については、地域分散型のエネルギー供給のイ

ンフラ整備とともに、新たな地域活力を生み出す取組を促進してきました。 

   例えば、由布市の鳴沢地区では、太陽光発電の共同設置により、売電収入を都

市との交流事業など地域おこし活動に役立てる取組が始まっており、昨年、日田

市で稼働した木質バイオマス発電では、地元雇用の創出とともに森林所有者の所

得向上が期待されています。 
また、九重町が民間企業と協働で実施する地熱発電では、温泉井戸の使用料収

入によって町全体に利益が還元されます。 

   この様に、エコエネルギーの導入は、地域に新たな経済循環や雇用を生み出す

可能性を有しています。 

   もう一つの柱の「産業育成」については、県内の産学官連携の下で、大分県エ

ネルギー産業企業会を設立し、この会の活動を中心に、研究開発・人材育成・販

路開拓など総合的な取組を進めています。 

 研究開発では、今や知名度は全国区となった「湯けむり発電」や、落差のない

水路で発電する「清流発電」など県内外で市場の獲得が見込める新製品の開発が

進んでいます。 
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また、人材育成として、エコエネルギーの課題の解決や今後を見据えた事業展

開を図るため、各種の専門的なセミナーを開催するほか、販路開拓では、大都市

圏における展示会の出展を支援しています。 
 
③ 固定価格買取制度 

平成２３年３月に起こった東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電所の

事故以来、再生可能エネルギー（太陽光、風力、水力、地熱、バイオマス）への

注目が大いに高まりました。 

そのような中、平成２４年７月から、再生可能エネルギーを用いて発電された

電気を、一定価格で電気事業者が買い取ることを義務付けた「固定価格買取制度」

が導入されました。 

固定価格買取制度は、再生可能エネルギーに対する投資回収に予見可

能性を与えることで投資の加速度的促進を図る制度であり、制度開始当

初の３年間は、事業者の利潤に特に配慮することとされ、買取価格が高め

に設定された結果、エネルギー分野以外からも様々な事業者が新規参入するなど

し、本県でも導入が急速に進んでいます。 
特に、太陽光発電は、県内各地に「メガソーラー」と呼ばれる大規模発電設備

の建設や稼働が相次ぎ、公表されている事業計画を含めると、平成２７年度の導

入目標を大幅に上回ることが明らかになってきました（２．参照）。  
このような情勢の中、平成２５年１月に開催した大分県新エネルギービジョン

推進会議において、「エコエネルギー導入目標を上方修正すべき」という提言をい

ただいたところです。 
 
以上のような経緯を踏まえ、国のエネルギー政策の動向に留意しつつ、本年度、

平成２７年度のエコエネルギー導入目標を改定することとしました。 
 
④ 再生可能エネルギー供給量日本一の奪還 

千葉大学倉阪研究室（千葉大学法経学部 倉阪秀史教授）とＮＰＯ法人環境エ

ネルギー政策研究所（飯田哲也所長）の共同研究による報告書である「エネルギ

ー永続地帯」によると、最新の２０１３年版(平成２４年３月末時点)の報告書で

は、これまで６年連続で全国一位であった本県の再生可能エネルギー供給量が、

調査開始以来初めて、二位に転落したことが明らかになりました。 

（なお、再生可能エネルギー自給率については引き続き全国一位。） 

本県では、「再生可能エネルギー供給量日本一を奪還する」という強い気概を

持って、今後のエコエネルギーの普及を進めていきます。 
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2. 現状の導入目標及び進捗 
 平成２５年３月末現在の導入目標の達成率は次のとおりです。 
 エネルギー区分ごとに差がありますが、全体としては、既に導入目標に近い数

値となっています。 
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3. 導入目標の見直し方針 
１．のとおり、現エネルギービジョンにおいて、目標を上回る導入が進んだ最

大の要因は、東日本大震災及び東京電力福島第一原発事故以来、再生可能エネル

ギーがこれまで以上に注目を集める中、固定価格買取制度において、導入促進の

ため、高めに買取価格が設定され、再生可能エネルギーの普及が後押しされたこ

とによるものです。 

 

そこで、今回の導入目標の見直しに当たっては、固定価格買取制度の対象とな

るエネルギー区分（再生可能エネルギー源を用いた発電）のうち、平成２７年度

導入目標を超える相当量の導入が見込まれるエネルギー区分について、見直しを

行うこととしました。 

 

   固定価格買取制度の対象となる今後の主な導入見込みは次のようになってい

ます。 
   
【今後の主な導入見込み】 

 
上記のうち、目標値の上方改定が見込めるエネルギー区分について、個別に目

標値の改定を検討します。 
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4. 個別の見直し内容 
① 太陽光発電 

 現目標は、国の平成３４年度の導入目標に基づき、本県のポテンシャルを踏まえ、

３４年度時点の導入量から、回帰分析により、平成２７年度の推計を行いました。 
しかしながら、現時点で、国の新たなエネルギー基本計画案では、今後の導入目標

が示されていないことから、これまでの導入実績から今後２年間の導入量を推計する

こととしました。 
          

なお、今後２年間の導入量の推計に当たって、留意が必要な点は次の３点です。  
・買取価格  

平成２６年度までは、プレミアム期間（普及のため、事業者の利潤に特に配慮

する期間）であり、高めの買取価格が想定されています。 
 

 
    

・導入までの期間  
メガソーラーにおいては、計画から稼働までに一年前後を要すると分析されて

います。 
 

 
 
 

・認定と導入の乖離  
認定量（122 万 kW)に対する稼働量(16 万 kW)は１３％であり、当面は、相当

量（未稼働量：106 万ｋW）の施設の稼働が見込まれます。 
                         

（平成２５年１１月末現在） 

 
 
 
 

原油換算 原油換算 原油換算

（万ｋｌ） （万ｋｌ） （万ｋｌ）

136,000 kw 3.40 113,812 kw 2.79 645,025 kw 509,025 kw 15.80太陽光発電　           

設備容量等 設備容量等 設備容量等
現目標から

新２７年度導入目標

積み上げ

現２７年度導入目標 (平成２５年３月現在)

２４年度 ２５年度 ２６年度
１０ｋＷ以上 ４０円 ３６円 ３２円
１０ｋＷ未満 ４２円 ３８円 ３７円
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ただし、系統連携や法的規制の問題、あるいは関係者との調整不足などにより、

事業化されないものも出てくることが想定されます。 
 

具体的な導入見込み量は次の通りです。 
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② 地熱・温泉熱発電 
導入見直しの考え方は次のとおりです。 
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③ バイオマス発電 
④ 小水力発電 
⑤ 廃棄物発電 
導入見直しの考え方は次のとおりです。 
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５．新導入目標 
４．個別の見直し内容をとりまとめると、最終的な導入目標は次のとおりとな

ります。 

 

 
 
参考：新導入目標の効果 ７８．８３万ｋｌについて 
  【エネルギー代替効果】 

      約７８．８万世帯の年間エネルギー使用量をまかなうことのできる導入量

となります（大分県全世帯数は約４８万世帯）。 
    ※一世帯当たりエネルギー使用量＝約３８GJ／年＝約１ｋｌ／年                

（参考：エネルギー白書 2013 及びエネルギーの使用の合理化に関する法律） 

     また、大分県全体では、年間エネルギー使用量の７％をまかなうことので

きる導入量となります。  

  ※大分県のエネルギー消費量 435,095TJ／年、78.83 万 kl＝29,955TJ／年 

               （参考：都道府県別エネルギー消費統計 統計データ 2010 年度）   
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６．今後のエコエネルギーの普及に当たって ～地域との共生～ 
固定価格買取制度が始まって以来、太陽光発電を中心とした設備導入が、県内

各地で加速度的に進む一方、大規模な太陽光発電設備の導入計画に対し、自然環

境や景観、生活環境との調和を懸念する地域も出ています。 
このような問題は、太陽光発電だけに限ったものではなく、エコエネルギーの

利用が自然を相手にした取組である以上、地熱発電と温泉の競合など、今後とも、

導入地域での調和や共生を十分考慮していく必要があります。  
                     

そもそも本ビジョンの策定根拠である「大分県エコエネルギー導入促進条例」

の前文には「『環境立県おおいた』の実現に向け、（略）、『県民、事業者、行政の

共働』の視点に立って、地域の自然や産業の特色を生かしたエコエネルギーの導

入を促進」することが規定されています。  
本県としては今後も、エコエネルギーの導入を積極的に促進、支援していきま

すが、単なる導入促進ではなく、今一度、同条例の趣旨に立ち返り、県民、事業

者、行政が共働し、自然環境。景観との調和や地域との共存共栄を図ることで、

何より地域の振興につながるエコエネルギーの導入を進めていきます。 

          
     
平成２６年３月 

 
大分県知事 広瀬 勝貞  

  


